
 
 

                                                 
     
 

           
 

 

☆ ☆ ☆ 今 月 の 税 務 メ モ ☆ ☆ ☆ 
 
１１１１．．．．１月分源泉所得税の納付   納付期限・・・・・・２月１０日 

２２２２．．．．１２月決算法人の確定申告（法人税・消費税・法人事業税・法人住民税）   申告期限・・・・・・３月２日 

３３３３．．．．６月決算法人の中間申告（法人税・消費税・法人事業税・法人住民税）  申告期限・・・・・・３月２日 
４４４４．．．．３月・６月・９月決算法人の消費税中間申告   申告期限・・・・・・３月２日 
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減額更正後の増額更正に伴う延滞税は発生し

ないと判示 

税額の納期限までの期間にわたる延滞税が発生

するか否かの判断が争われた事件で最高裁（千葉

勝美裁判長）は、法定納期限の翌日から増額され

た税額の納期限までの期間に係る延滞税は発生し

ないと判示、納税者側の主張を認容する判決を言

い渡しました。 

 この事件は、相続財産の評価誤りを理由にした

更正の請求による過納金の還付後、原処分庁側が

逆に評価誤りを理由に増額更正し、新たに納付す

べき本税額に関して、法定納期限の翌日から完納

の日までの期間に係る延滞税納付の催告をしてき

たため、納税者側が延滞税の納付義務がないこと

の確認を求めて、上告審まで争ってきた事案です。 

 原審は、国税の申告及び納付後に減額更正がさ

れると減額された税額に係る部分の具体的な納税

義務は遡及的に消滅し、その後、増額更正された

場合、増額された税額に係る部分の具体的な納税

義務も新たに確定することから、増差本税額に相

当する部分については、相続税の法定納期限の翌

日から増差本税額の納付日までの期間に係る延滞

税が発生すると判示して、相続人側の主張を棄却

しました。 

 しかし上告審は、延滞税の趣旨・目的に照らす

と、増差本税額に相当する部分について、増額更

正によって改めて納付すべきものとされた増差本

税額の納期限までの期間に係る延滞税の発生を法

が想定していないと指摘。その上で、相続税のう

ち増差本税額に相当する部分は、相続税の法定納

期限の翌日から増額更正に係る増差本税額の納期

限までの期間については、国税通則法６０条１項

２号において延滞税の発生が予定されている延滞

と評価すべき納付の不履行による未納付の国税に

当たるものではないというべきであるという判断

から、相続税の法定納期限の翌日から増差本税額

の納期限までの期間に係る延滞税は発生しないと

解釈しました。結局、原審の判断には、判決に影

響を及ぼすことが明らかな法令違反があると指摘、

原判決の破棄は免れないと裁判官全員一致で言い

渡しました。 

この判決を受け、国税庁はこのほど、『最高裁判

所判決に基づく延滞税計算の概要等について』を

公表しました。先と同様の状況が生じる事案につ

いて、税額が還付となる納税者には、国税庁また

は税務署から通知書等が送られてくるとのこと、

また、納税者には請求等の手続きをする必要はな

いとのことです。 

 

１年経ちました！ 

日頃より、格別のご愛顧を賜り、心より御礼を

申し上げます。おかげさまで、日本橋税理士法人

Ｈ＆Ｓパートナーズは１月６日をもちまして設立

１年を経過しました。これもひとえに皆様のご協

力の賜物と深く感謝しております。今後ともご指

導ご鞭撻のほど、よろしくお願い申し上げます。 


